















































































































































































































































































































































厳」『理想』668 号 1-12 ページ参照。２）第２に、「臨床倫理」の問題である。バイオエシックスの洗
礼を受けたところで成立してきている、いわゆる「医の倫理」の問題である。これは 1978 年と 1995







[2]  これは知的所有権問題として展開されることになる。本文中ですぐ下の事例を参照されたい。  
[3]  「患者の権利に関する WMA リスボン宣言」（日本医師会訳）  
[4]  同上「３自己決定の権利－ｂ」  
[5]  日本医師会「診療情報の提供に関する指針」「１．基本理念、１－１。この指針の目的」から。  
[6]  高等教育局医学教育課・国立大学医学部附属病院長会議常置委員会「国立大学付属病院における
診療情報の提供に関する指針（ガイドライン）」「１．目的」から。  
[7]  前掲「リスボン宣言」序文。  
[8]  例えば、ドイツに関してはドイツ医師会のガイドラインの提起、またアメリカの状況にかんして
は次の論考を参照されたい。Leitlinienfür einen E-Mail-Versand von personenbezogenen 
Patientendaten( in: Regeln für die sichere digitale Kommunikation),in Deutsches Ärzteblatt 96, 
Heft 38, 24. September 1999 A-2350. ;吉永敦征「アメリカの大学における計算機上の情報に対するプ
ライバシーの保護」『生命・環境・科学技術倫理研究 VI-2』(千葉大学)、2001 年、250-278 ページ、




新聞 2002 年 1 月 17 日付）  
[10]「同意なくして研究なし」Keine Forschung ohne Einwilligung.この問題は、ドイツでもやはり
90 年代に大きく議論されてきた。とりわけドイツでは東独を吸収することによって成立した統一ドイ
ツの下で、1990 年に Datenschutzgesetz が成立し、それ以後いくつかの「医療情報」にかんするガ
イドラインが作成され、「安全性が持続的な課題」であることを明らかにしてきている。Vgl. Klaus 
Pommerening, Sicherheit -eine dauerhafte Aufgabe, in: DeutschesÄrzteblatt, Jg.98, Heft 
33,A2085-87, 17. Ausgabe 2001; Hauk GerlofSicherheit hat Priorität, wenn sensible Daten online 
gehen, in: Ärzte Zeitung 24. November 2001.そして、とりわけ「疫学的研究」などの医療情報に関
わる分野に関して、上述の原則が確認されている。Medizinische Ethikkommissionen, Keine 







広島大学文学部・千葉大学文学部「情報倫理の構築」プロジェクト)、2001 年 6 月、133-146 ページ。  
[12]  「解剖にかんする法律」第６条。  










[15]「ヒトゲノム研究に関する基本原則」(2000 年 6 月)第８条（包括的同意と非連結匿名化資料）第
１項。  
[16]  同上第７条解説。  
[17]  拙稿「『ヒトゲノムに関する基本原則』解読」日本医学哲学倫理学会国内学術交流委員会ホーム
ページにて発表。  
[18]  「ヒトゲノム研究に関する基本原則」第８条第３項。  
[19]  同上第７条解説末尾。  
[20]  この点では次の論考を参照されたい。Thomas Gerst, Datentransparenzgesetz-Zunächstnur 




研究所・研究討論集会報告書、2000 年 11 月、21-43 ページ。また半田報告に対する筆者の「指定質
問」もこの点に言及している。結局のところ「透明性」問題は、この「情報の流れ」が一般に理解で
きるシステムの形成を志向することになるだろう。注 20 のドイツの Datentransparenzgesetz をめぐ
る論争はきわめて刺激的である。  
[22]  特筆すべきは、朝日新聞社のデータ検索 asahi.com はこの点で検索に関して利用者のデータを
蓄積しないことを次のように明記していることである。 
「asahi.com のプライバシー・ポリシー／asahi.com は、プライバシーを尊重すべき大事なもの
として認識しており、個人情報の取り扱いに関して以下のような方針を決め、それに従って行動
しています。 
（１） asahi.com では、ユーザーの方に無断で、個人情報を集めることはありません。ユーザー
の方に対して、サービスの向上や改善、新サービスの開発などの利用の目的をあらかじめ明らか
にした上で、任意に個人情報を提供していただきます。集めた個人情報は、その目的以外の用途
には利用しません。詳しくはこちら。 
（２） ユーザーご本人の同意がある場合を除き、統計的な処理をした結果以外の個人情報を第三
者に渡すことはありません。詳しくはこちら。 
（３） asahi.com では、ユーザーの方からご提供いただいた個人情報について、管理責任者を決
めて適正に管理します。 
……」 
 
 
